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総合計画
基本構想
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電話 記入者名

事業区分

事業種別
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根拠法令

根拠例規

関連計画・
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業
の
目
的
・
事
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の
概
要
等

10010100101教育委員会運営事業

教育総務課 50-3160 島田　順子　

生涯を通じて学び・育つまちづくり

学校教育の充実

自治事務（義務的なもの）

ソフト事業

市 市が直接実施

有

有

有

教育基本法・地方教育行政の組織及び運営に関する法律

坂井市教育委員会会議規則

坂井市教育振興基本計画・福井県教育振興基本計画

事業対象
市民

生涯学習、教育、文化、スポーツの振興など幅広い分野にわたる、教育行政を一体的に推進し、創造的で人間性豊かな人材の育成を図ります。

教育委員会運営事業　2,788千円

教育委員会(定例・臨時）の開催および教育委員（教育委員長１名・教育委員３名）の活動の事務処理を行いました。

 ○教育委員報酬　2,520,000円
 ○報償費　　　　　108,950円 
 ○旅費　　　　　　　　630円
 ○需用費　　　　 　18,400円
 ○使用及び賃借料　  2,150円
 ○委託料　　　　　 59,940円
 ○負担金　　　　　 77,100円

予算

報酬 2,520

教育費款 項 目教育総務費 教育委員会費

2,520

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度

総事業費

60 52

18 13

189 361

2,787 2,946

0.65 0.604,621 4,265人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

7,408 7,211千円 千円 千円 千円

0.00 0.00人 人 人 人千円 千円 千円 千円

0.65 0.604,621 4,265人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 7,408 7,211千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 7,408 7,211千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値
件

39
教育委員会会議の議案数 48

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成25年度

81.25
成
果 43

48 達成率

平成24年度

89.58 42

48 達成率

平成23年度

87.5 54

48 達成率

平成22年度

目標値％
100

教育委員会への教育委員の延べ出席率 100

実績値

達成率

100
活
動 98.46

100 達成率

98.46 96.92

100 達成率

96.92 96.92

100 達成率

96.92

目標値
％

100
教育委員会の議事録ホームページ延べ公開率 100

実績値

達成率

100
活
動 100

100 達成率

100 100

100 達成率

100 100

100 達成率

100

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

A

A

すぐにできる 坂井市教育振興基本計画の実現に向けて、進捗状況を確認していきます。また、教育行政に関する現場の幅広い声を聴くことが必要と考えることから、教育委員会の開催
場所を年に数回、教育機関等で実施します。改善提案

目標年度 平成25

平成24年度教育振興基本計画の進捗を確認した。また、平成25年8月29日に丸岡スポーツランドで、平成26年2月に春江坂井学校給食センターで、平成26年3月に坂井図書館
で開催し、新たな教育施設・重要となる教育施設で会議を開催したことで、現場の意見を直接聞き施設等をに対する見識を高めた。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

坂井市総合計画との整合を図りながら、教育振興基本計画の実現に努めます。

目標年度 平成27 年度

事業の方向性
坂井市教育振興計画に基づき、事業運営を着実に遂行したいと考えます。

目標年度 平成27このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
教育委員会制度は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」で定められています。本市では、市が事務局となり教育委員会事業を継続して運営していきます。

目標年度 平成27現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
現在の費用の殆どが委員報酬で、必要かつ不可欠なものです。現在の費用を継続維持します。

目標年度 平成27現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
現在の定期的な教育委員会の開催及び教育行政事業への参加等です。大きな事業変動がないことから、現状を維持し運営します。

目標年度 平成27現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

坂井市教育振興基本計画の実現に向けて、進捗状況を確認していきます。また、教育行政に関する現場の幅広い声を聴くことが必要と考えることから、教育委員会の開催場
所を年に複数回、教育機関等で実施します。

目標年度 平成26 年度

中長期的に取り組むべき 坂井市総合計画との整合を図りながら、教育振興基本計画の実現に努めます。

目標年度 平成27 年度

改善提案
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10010205101教育委員会事務局事業

教育総務課 50-3160 高橋　奈美江

生涯を通じて学び・育つまちづくり

学校教育の充実

自治事務（義務的なもの）

内部管理事業

市 市が直接実施

有

有

有

教育基本法・地方教育行政の組織及び運営に関する法律

坂井市教育委員会行政組織規則・坂井市奨学育英資金貸付規則

坂井市教育振興基本計画・福井県教育振興基本計画

事業対象
市民

生涯学習、教育、文化、スポーツの振興など幅広い分野にわたる、教育行政を一体的に推進するため、教育委員会事務局全体の実務や円滑な運
営調整を行い、創造的で人間性豊かな人材の育成を図ります。

◆教育委員会事務局事業　　   　10,791千円 
 教育長及び教育委員会事務局事業に対する事務全般を行います。

 ○旅費　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　295 千円
 ○交際費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　267 千円
 ○需用費（消耗品費、食糧 ） 　　　　　　　　  173 千円
 ○委託料　　　　　　　　     　　　　　     1,219 千円  
  ・中高連絡協議会事業委託     　 　    725 千円
  ・省エネ推進コンサルティング業務委託　494 千円  　　　　              ○使用料及び賃借                              470 千円
 ○負担金補助及び交付金　     　     　      6,767 千円
 ○奨学育英資金貸付金　　　　　　　　　　  　1,600 千円

予算

報酬

教育費款 項 目教育総務費 事務局費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度

総事業費

1,219 2,253

173 173

9,399 12,987

10,790 15,413

1.25 1.258,886 8,886人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

19,676 24,299千円 千円 千円 千円

0.00 0.00人 人 人 人千円 千円 千円 千円

1.25 1.258,886 8,886人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 17,581 21,239千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 19,676 24,299千円 千円 千円 千円

2,095 3,060千円 千円 千円 千円その他

目標値
回

1
教育委員会職員研修会 1

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成25年度

100
成
果 2

2 達成率

平成24年度

100 1

1 達成率

平成23年度

100

達成率

平成22年度

---

目標値％
100

奨学育成資金申請者に対しての貸付率 100

実績値

達成率

100
活
動 100

100 達成率

100 100

100 達成率

100 100

100 達成率

目標値
件

4
補助金交付数 4

実績値

達成率

100
活
動 5

4 達成率

125 4

4 達成率

100 8

5 達成率

160

目標値
回

2
省エネ対策推進協議会の開催数 2

実績値

達成率

100
活
動 2

2 達成率

100 2

2 達成率

100

達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

B

A

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

B

B

A

すぐにできる 教育委員会事務局事業は、教育委員会や幼稚園・小中学校の全体に関するもの、高校教育の支援、教育行政全体の環境対策、坂井市教育行政に関わる責務などを果たすた
めの事業です。生涯学習、教育、文化、スポーツの振興など幅広い分野にわたる教育行政を一体的に推進するため、教育委員会全体の研修、課横断体制の構築を行いま
す。

改善提案

目標年度 平成26

教育委員会事務局事業は、教育行政全体の環境対策や教育行政に関わる責務を果たすための事業です。生涯学習、教育、文化、スポーツの振興など幅広い分野にわたる、
教育行政を一体的に推進するため、新人・新任職員研修を行い、毎月の定例課長等連絡会も開催します。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

生涯学習、教育、文化、スポーツの振興など幅広い分野にわたる、教育行政を一体的に推進するため、教育委員会事務局全体の事務や円滑な運営調整を行い、創造的で人
間性豊かな人材の育成を目指します。なお、坂井市教育振興基本計画に基づく事業展開は勿論、同計画の進捗管理や事業の方向性を教育委員会及び教育長の指揮管理配下
における教育行政を推進します。

坂井市教育振興基本計画は、坂井市総合計画の教育分野の活動計画です。教育分野以外の各種施策と整合を保ちながら、事業を展開していきます。また、事務局職員の研
修、課の横断体制の構築と質の向上への取組も行いたいと考えます。教育振興基本計画の進捗管理を的確に行っていきます。

目標年度 平成29 年度

事業の方向性
坂井市教育振興基本計画を基本に坂井市総合計画との整合を図りながら、事務局事業を推進します。

目標年度 平成29このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
生涯学習、教育、文化、スポーツの振興などを幅広い分野わたる教育行政を一体的に推進するため、教育委員会事務局全体の事務や円滑な運営調整を行う必要があり、教育委員会及び教育長
の指揮管理配下において市が進めて行きます。

目標年度 平成29現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
生涯学習、教育、文化、スポーツの振興など幅広い分野にわたる教育行政を一体的に推進するため、教育委員会事務局全体の事務や円滑な運営調整を行う必要があり、現状を維持しながら進
めて行きます。

目標年度 平成29現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
生涯学習、教育、文化、スポーツの振興など幅広い分野にわたる教育行政を一体的に推進するため、教育委員会事務局全体の事務や円滑な運営調整を行う必要があり、人材投入については、
現状を維持します。ただし、平成30年度の国民体育大会等の特別な事業においては必要性を検討します。

目標年度 平成29現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

教育委員会事務局事業は、教育委員会や幼稚園・小中学校の全体に関するもの、高校教育の支援、教育行政全体の環境対策、坂井市教育行政に関わる責務を果たすための事
業です。生涯学習、教育、文化、スポーツの振興など幅広い分野にわたる教育行政を一体的に推進するため、教育委員会事務局全体の研修、課横断体制の構築を行います。

目標年度 平成26 年度

中長期的に取り組むべき 坂井市教育振興基本計画は、坂井市総合計画の教育分野の活動計画です。教育分野以外の各種施策と整合を保ちながら、事業を展開していきます。また、事務局職員の研
修、課の横断体制の構築と質の向上への取り組みも行いたいと考えます。ただし、平成30年度の国民体育大会等の特別な事業においては必要な準備を進めて行きます。

目標年度 平成29 年度

改善提案
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10020105101小学校管理事業

教育総務課 50-3160 齋藤　俊之

生涯を通じて学び・育つまちづくり

学校教育の充実

自治事務（義務的なもの）

施設管理事業

市 市が直接実施 県費負担教職員健康診断業務

有

有

有

教育基本法・学校教育法・小学校設置基準・学校保健安全法・結核予防法

坂井立小学校及び中学校の管理規則

坂井市教育振興基本計画・福井県教育振興基本計画

事業対象
市民（児童）

市内２０の小学校の施設を良好に保つための維持管理を行い、よりよい教育環境を維持することで児童教育の充実を図ります。

◆小学校管理事業　本庁          145,043千円
 市内20小学校（休校１校含む）の統括的な維持管理を行います。

 ○賃金、報償費、旅費（臨時用務員）　　　　　　 13,541千円
 ○小学校施設維持管理経費　　　　　　　　　　　 49,974千円
  ・需用費（修繕料等）　　　　　　　　　 13,908千円
  ・役務費（火災保険料等）　　　　　　　　5,363千円
  ・委託料（各種保守点検委託料等）　 　　30,703千円
 ○使用料及び賃借料（土地借上料等）　　　　　　 72,237千円
 ○工事請負費（遊具設置工事）　　　　　　　　　　　　0千円
 ○原材料費（机天板・椅子座面・川砂等）　　　　　1,816千円
 ○備品購入費（生徒机・椅子・テレビ・暖房機等）　7,475千円

◆小学校管理事業　　各小学校　　 86,181千円
市内19小学校にて対応する維持管理費。

○需用費（消耗品費・光熱水費等）　　　　　　　　77,711千円
○役務費（通信運搬費）　　　　　　　　　　　　　 4,394千円
○委託料（各種保守点検委託料）　　　　　　　　　 2,425千円
○使用料及び賃貸借料（コピー機リース料等）　　　 1,651千円

予算

報酬

教育費款 項 目小学校費 学校管理費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度

総事業費

33,128 28,356

91,619 95,432

9,757 12,691

83,422 84,966

217,926 221,445

1.55 7.4511,019 52,962人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

228,945 274,407千円 千円 千円 千円

0.00 0.00人 人 人 人千円 千円 千円 千円

1.55 7.4511,019 52,962人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 400千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 1,106 1,219千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 227,454 271,599千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 228,945 274,407千円 千円 千円 千円

385 1,189千円 千円 千円 千円その他

目標値
円

児童一人当たりの経費 36000

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成25年度

成
果

36000 達成率

平成24年度

36642

36000 達成率

平成23年度

101.78 34596

達成率

平成22年度

---

目標値件
100

施設不具合等の対応件数 110

実績値

達成率

90.91
活
動 131

130 達成率

100.77 112

126 達成率

88.89 113

134 達成率

84.33

目標値
％

96.82
教職員健康受診件率 100

実績値

達成率

96.82
活
動 93.14

100 達成率

93.14 96.8

100 達成率

96.8 99.5

100 達成率

99.5

目標値
校

20
校定木を防除した小学校（年間２回） 20

実績値

達成率

100
活
動 20

20 達成率

100 20

20 達成率

100

達成率

目標値校
5

遊具修繕の必要な校数 5

実績値

達成率

100
活
動 3

5 達成率

60 10

10 達成率

100

達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

A

A

すぐにできる 小学校を良好な状態に保ち、児童がより良い教育環境の中で過ごすことができるよう、施設の維持管理等を行うことが必要です。しかしながら、時代の変化に対応した、
改革・改善・必要性を判断しながら更なる教育環境の充実に向けて維持管理を行う必要があります。改善提案

目標年度 平成26

平成25年度の施設不具合の対応件数は、100件です。残りの不具合は、平成26年度で対応します。なお、緊急性・危険性がある不具合については、関係部局と協議し、児童
の安全確保と良好な教育環境を目指します。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

小学校の耐震補強・大規模改修は、平成27年度で完了します。最終年度の期間までは、耐震補強工事・大規模改修との調整を行いながら、不具合状況を見極め施設の安全
確保・良好な状態を保ちながら施設の完全管理を行います。

小学校の施設を良好な状態に保ち、児童がより良い教育環境の中で、過ごすことができるよう施設の維持管理を行うことは必要です。平成27年度までは、耐震補強工事、
大規模改修時期と不具合の状況を見極め、施設の安全確保・良好な教育環境を保ち施設の維持管理を行います。また、耐震補強工事等の完了後も、より良い教育環境を保
ち、施設の維持管理が行えるように、耐震補強工事等を行う際には、充分な協議を行っていきます。

目標年度 平成27 年度

事業の方向性
小学校の施設を良好な状態に保ち、児童がよりよい教育環境の中で、過ごすことができるように施設の維持管理を行うことが必要です。しかし、時代の変化の中で、改革・改善・必要性を判
断し、更なる施設の充実に向け事業を展開する必要があります。

目標年度 平成27このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
市立小学校の維持管理は、市が行っています。小学校施設に対する市民の関心は高く、市が時代の変化を敏感に捉え、広く意見聴取し関係機関との協議を行う必要があると考えます。事業主
体は、児童の安全・安心を最優先とし、義務教育の視点から市が事業主体であるべきと考えます。

目標年度 平成27現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
小学校の耐震補強工事・大規模改修は、平成27年度で完成します。最終年度までの期間は、耐震補強工事・大規模改修と、不具合の状況を見極め、児童の安全確保を優先しながら、必要性を
判断し、更なる施設の充実に向けて維持管理を行う必要があります。現状を維持していきます。

目標年度 平成27現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
市立幼稚園、市立小学校、市立中学校の維持管理は、施設数からも相当量の業務量を要します。学校現場と協力、相互連携を行いながら現状を維持していきます。

目標年度 平成27現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

平成25年度の施設不具合の対応件数は、100件です。残りは、平成26年度で対応します。なお、緊急性・危険性がある不具合については、関係部局と協議し早急に対応し、
児童の安全確保と良好な教育環境を目指します。

目標年度 平成26 年度

中長期的に取り組むべき 小学校の施設を良好な状態に保ち、児童がより良い教育環境の中で、過ごすことができるように施設の維持管理を行うことは必要です。
平成27年度までは、耐震補強工事・大規模改修時期と不具合の状況を見極め、施設の安全確保・良好な教育環境を保ち施設の維持管理を行います。また、耐震補強工事等の
完了後も、より良い教育環境を保ち、施設の維持管理が行えるように、耐震補強等を行う際には、十分な協議を行っていきます。

目標年度 平成27 年度

改善提案
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10030105101中学校管理事業

教育総務課 50-3160 齋藤　俊之

生涯を通じて学び・育つまちづくり

学校教育の充実

自治事務（義務的なもの）

施設管理事業

市 市が直接実施 県費負担教職員健康診断業務

有

有

有

教育基本法・学校教育法・中学校設置基準・学校保健安全法・結核予防法

坂井立小学校及び中学校の管理規則

坂井市教育振興基本計画・福井県教育振興基本計画

事業対象
市民（生徒）

市内5の中学校の施設を良好に保つための維持管理を行い、よりよい教育環境を維持することで生徒教育の充実を図ります。

◆中学校管理事業　本庁　　　　　　49,081千円

 ○賃金・旅費（臨時用務員）　　　　　　　　　　　2,058千円
 ○中学校施設維持管理経費　　　　　　　　　　　 21,356千円
  ・需用費（修繕料等）　　　　　　　　　　 4,130千円
  ・役務費（火災保険料等）　　　　　　　　 1,352千円
  ・委託料（各種保守点検委託料等）　　　　15,874千円
 ○使用料及び賃借料（土地借上料等）　　　　　　 21,599千円
 ○原材料費（机天板・椅子座面・川砂等）　　　　　  833千円 　　　　　　 ○公有財産購入費　　　　　　　　　　　　　　　　　925千円
　　　　　　
 ○備品購入費（生徒机・椅子・テレビ・暖房機等）　2,310千円

◆中学校管理事業　各中学校　　　　45,280千円
市内５中学校にて対応する維持管理費です。

 ○需用費（消耗品費・光熱水費等）　　　　　　　 41,348千円
 ○役務費（通信運搬費）　　　　　　　　　　　　　1,954千円
 ○委託料（各種保守点検委託料）　　　　　　　　　1,659千円
 ○使用料及び賃借料（コピー機リース料等）　　　　　319千円

予算

報酬

教育費款 項 目中学校費 学校管理費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度

総事業費

17,533 15,130

45,478 42,766

3,305 4,094

25,989 21,368

92,305 83,358

1.32 2.199,384 15,569人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

101,689 98,927千円 千円 千円 千円

0.00 0.00人 人 人 人千円 千円 千円 千円

1.32 2.199,384 15,569人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 107 123千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 344 287千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 100,794 98,053千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 101,689 98,927千円 千円 千円 千円

444 464千円 千円 千円 千円その他

目標値
円

生徒一人当たりの経費 2500

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成25年度

---
成
果

25000 達成率

平成24年度

25318

25000 達成率

平成23年度

101.27 26843

達成率

平成22年度

目標値件
44

施設不具合等の対応件数 30

実績値

達成率

146.67
活
動 33

25 達成率

132 29

31 達成率

93.55 37

44 達成率

84.09

目標値
％

98.67
教職員健康診断受診率 100

実績値

達成率

98.67
活
動 98.32

100 達成率

98.32 99.1

100 達成率

99.1 99.5

100 達成率

99.5

目標値
校

5
校定木を防除した中学校（年間２回） 5

実績値

達成率

100
活
動 4

5 達成率

80 5

5 達成率

100

達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

A

A

すぐにできる 小学校を良好な状態に保ち、生徒がより良い教育環境の中で過ごすことができるよう、施設の維持管理等を行うことが必要です。しかしながら、時代の変化に対応した、
改革・改善・必要性を判断しながら更なる教育環境の充実に向けて維持管理を行う必要があります。改善提案

目標年度 平成26

平成25年度の施設不具合の対応件数は、44件です。残りの不具合は、平成26年度で対応します。なお、緊急性・危険性がある不具合については、関係部局と協議し、生徒
の安全確保と良好な教育環境を目指します。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

中学校の耐震補強・大規模改修は、平成27年度で完了します。最終年度の期間までは、耐震補強工事・大規模改修との調整を行いながら、不具合状況を見極め施設の安全
確保・良好な状態を保ちながら施設の完全管理を行います。

中学校の施設設を良好な状態に保ち、生徒がより良い教育環境の中で、過ごすことができるよう施設の維持管理を行うことは必要です。平成27年度までは、耐震補強工
事、大規模改修時期と不具合の状況を見極め、施設の安全確保・良好な教育環境を保ち施設の維持管理を行います。また、耐震補強工事等の完了後も、より良い教育環境
を保ち、施設の維持管理が行えるように、耐震補強工事等を行う際には、充分な協議を行っていきます。

目標年度 平成27 年度

事業の方向性
中学校の施設を良好な状態に保ち、児童がよりよい教育環境の中で、過ごすことができるように施設の維持管理を行うことが必要です。しかし、時代の変化の中で、改革・改善・必要性を判
断し、更なる施設の充実に向け事業を展開する必要があります。

目標年度 平成27このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
市立中学校の維持管理は、市が行っています。小学校施設に対する市民の関心は高く、市が時代の変化を敏感に捉え、広く意見聴取し関係機関との協議を行う必要があると考えます。事業主
体は、児童の安全・安心を最優先とし、義務教育の視点から市が事業主体であるべきと考えます。

目標年度 平成27現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
中学校の耐震補強工事・大規模改修は、平成27年度で完成します。最終年度までの期間は、耐震補強工事・大規模改修と、不具合の状況を見極め、児童の安全確保を優先しながら、必要性を
判断し、更なる施設の充実に向けて維持管理を行う必要があります。現状を維持していきます。

目標年度 平成27現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
市立幼稚園、市立小学校、市立中学校の維持管理は、施設数からも相当量の業務量を要します。学校現場と協力、相互連携を行いながら現状を維持していきます。

目標年度 平成27現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

平成25年度の施設不具合の対応件数は、44件です。残りは、平成26年度で対応します。なお、緊急性・危険性がある不具合については、関係部局と協議し早急に対応し、生
徒の安全確保と良好な教育環境を目指します。

目標年度 平成26 年度

中長期的に取り組むべき 中学校の施設を良好な状態に保ち、生徒がより良い教育環境の中で、過ごすことができるように施設の維持管理を行うことは必要です。
平成27年度までは、耐震補強工事・大規模改修時期と不具合の状況を見極め、施設の安全確保・良好な教育環境を保ち施設の維持管理を行います。また、耐震補強工事等の
完了後も、より良い教育環境を保ち、施設の維持管理が行えるように、耐震補強等を行う際には、十分な協議を行っていきます。

目標年度 平成27 年度

改善提案



【
事
業
の
概
要
】

【
事
業
の
コ
ス
ト
】

【
事
業
の
成
果
】

【
所
属
長
評
価
】

【
担
当
者
評
価
】

【
前
年
度
改
善
案
に
対
す
る
取
組
状
況
】

事務事業名

所管部署

事業コード

総合計画
基本構想

基本計画

電話 記入者名

事業区分

事業種別

実施主体 実施手段 委託内容

根拠法令

根拠例規

関連計画・
マニュアル

事
業
の
目
的
・
事
業
の
概
要
等

10040105101幼稚園管理事業

教育総務課 50-3160 齋藤　俊之

生涯を通じて学び・育つまちづくり

幼児教育の充実

自治事務（義務的なもの）

施設管理事業

市 市が直接実施

有

有

有

教育基本法・学校教育法・幼稚園設置基準

坂井立幼稚園の管理規則

坂井市教育振興基本計画・福井県教育振興基本計画

事業対象
市民（園児）

市内１１の幼稚園の施設を良好に保つための維持管理を行い、よりよい教育環境を維持することで幼児教育の充実を図ります。

◆幼稚園管理事業　本庁　　　　　4,383千円
　市内11幼稚園の総括的な維持管理を行います。

 ○報償費・旅費（園長等）　　　　　　　　　　380千円
 ○幼稚園施設維持管理経費　　　　　　　　　2,851千円
 ・需用費（修繕料等）　　　　　　　　  733千円
 ・役務費（火災保険料等）　　　　　　　478千円
 ・委託料（各種保守点検料等）　　　　1,640千円
 ○使用料及び賃貸借料（車両借上料等）         44千円
 ○原材料費（砂場用川砂）　　　　　　　　　　 50千円
 ○備品購入費（冷蔵庫）　　　　　　　　　　　 60千円
 ○負担金補助及び交付金　　　　　　　　　　　998千円

◆幼稚園管理事業　各幼稚園　　　5,115千円
　市内１０幼稚園にて対応する維持管理費。

 ○需用費（消耗品費・光熱水費）　　　　　　3,765千円
 ○役務費（通信運搬費）　　　　　　　　　　　603千円
 ○委託料（各種保守点検料）　　　　　　　　 　83千円
 ○使用料及び賃貸借料（コピー機リース料等）　664千円

予算

報酬

教育費款 項 目幼稚園費 幼稚園総務費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度

総事業費

1,723 1,655

4,498 4,713

1,081 1,093

2,196 2,714

9,498 10,175

0.84 8.385,972 59,573人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

15,470 69,748千円 千円 千円 千円

0.00 0.00人 人 人 人千円 千円 千円 千円

0.84 8.385,972 59,573人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 9,401 9,248千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 6,009 60,320千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 15,470 69,748千円 千円 千円 千円

60 180千円 千円 千円 千円その他

目標値
円

園児一人当たりの施設管理経費 33000

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成25年度

---
成
果

33000 達成率

平成24年度

33041

33000 達成率

平成23年度

100.12 27066

達成率

平成22年度

目標値件
12

施設不具合等の対応件数 20

実績値

達成率

60
活
動 16

20 達成率

80 41

49 達成率

83.67 17

20 達成率

85

目標値
園

2
遊具修繕が必要な幼稚園で遊具修繕を行った園 3

実績値

達成率

66.67
活
動 1

1 達成率

100 7

7 達成率

100

達成率

目標値
園

10
園庭木の防除を行った園（年２回） 10

実績値

達成率

100
活
動 10

10 達成率

100 11

11 達成率

100

達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

B

B

B

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

C

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

C

C

すぐにできる 幼稚園を良好な状態に保ち、園児がより良い教育環境の中で過ごすことができるよう、施設の維持管理等を行うことが必要です。しかしながら、時代の変化に対応した、
改革・改善・必要性を判断しながら更なる幼児教育環境の充実に向けて維持管理を行う必要があります。また、坂井市では、幼保一元化計画を策定したことから、市民の
ご意見をお聞きしながら、施設の利活用と共に幼保一元化を進めます。

改善提案

目標年度 平成26

平成25年度の施設不具合の対応件数は、12件です。残りの不具合は、平成26年度で対応します。なお、緊急性・危険性がある不具合については、関係部局と協議し、園児
の安全確保と良好な教育環境を目指します。また、幼保一元化計画を踏まえた、改善等を行い、廃止施設等の活用・解体を検討します。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

坂井市としての、幼保一元化に向け施設等の整理・統合を計画に基づき進めていきます。この計画に基づき、園児の安全確保を行いながら、整理統合した施設の方向性を
検討することが必要と考えます。

坂井市としての、幼保一元化に向け施設等の整理・統合の計画は完了しました。この計画に基づき、園児の安全確保を行いながら、整理統合した施設の方向性を具体的に
し、その方向性を地域性・施設状態を検証し新たな活用・解体等を行います。

目標年度 平成30 年度

事業の方向性
坂井市としての幼保一元化計画に基づき、園児の安全確保を最優先としながら、適正かつ効率的な施設管理を行います。

目標年度 平成30改善して継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
坂井市としての幼保一元化計画に基づき、園児の安全確保を最優先しながら、適正かつ効率的な施設管理を行います。幼保一元化を推進するとともに、市立幼稚園については、事業継続しま
す。

目標年度 平成30現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
幼稚園施設の維持管理費については、現状を維持していく必要があります。しかし、廃止した幼稚園は費用を最少とし、幼保一元化として継続利用する施設については、その時期に適正な財
源を投入すべきと考えます。

目標年度 平成30現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
継続する幼稚園には、人材確保を現状で維持していく必要があります。しかし、廃止した幼稚園は人員を減し、幼保一元化として継続して利用する施設については、適正な人材を投資すべき
と考えます。

目標年度 平成30現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

幼保一元化で廃止した幼稚園舎は経費を最小限とし、今後、継続して活用する施設は必要な改修・改善を行います。

目標年度 平成26 年度

中長期的に取り組むべき 坂井市の幼保一元化に向け、計画と整合した維持管理を行う必要があります。また、当面は、幼稚園園児が支障なく学習できる施設の維持管理を行うとともに、今後は、新
たな施設の枠組みにあわせた施設の改修等により園児が支障なく学べ、教諭においては十分な指導ができる良好な施設の維持管理を行います。福祉部局との充分な協議を行
い、最良の幼児教育環境を提供します。

目標年度 平成30 年度

改善提案
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10050700101キンダーホール管理運営事業

教育総務課 50-3160 平川　雄基

生涯を通じて学び・育つまちづくり

社会教育・生涯教育の充実

自治事務（任意的なもの）

内部管理事業

市 市が直接実施

無

有

有

坂井市キンダーホール三国条例

坂井市教育振興基本計画・福井県教育振興基本計画

事業対象
市民（児童・生徒）

放課後の児童・生徒の居場所として、当該施設を開放することにより青少年の健全育成を図ります。

【開館時間】月・火・水・木・金　（午後３時～６時）
 　　　　　（土曜日・日曜日・祝日・祭日・年末年始は休み）
 
 ○賃金（臨時職員）                                 841 千円
 ○需用費（消耗品、光熱水費、修繕料　　　　　　　　 214 千円  
 ○その他施設維持管理費（役務費、使用料及び賃借料）　65 千円

予算

報酬

教育費款 項 目社会教育費 社会教育施設費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度

総事業費

214 211

43 43

22 23

279 277

0.61 0.664,336 4,692人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

4,615 5,786千円 千円 千円 千円

0.00 0.41 817人 人 人 人千円 千円 千円 千円

0.61 1.074,336 5,509人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 4,615 5,786千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 4,615 5,786千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値
円

利用者一人当たりの経費 370

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成25年度

成
果 481

370 達成率

平成24年度

130 376

370 達成率

平成23年度

101.62 364

達成率

平成22年度

目標値人年間施設利用者数（大人+子ども） 2000

実績値

達成率活
動 2304

3000 達成率

76.8 2992

3000 達成率

99.73 2971

3000 達成率

99.03

目標値
人

年間施設利用者数（子ども） 2000

実績値

達成率活
動 1472

2000 達成率

73.6 1882

2000 達成率

94.1 1942

2000 達成率

97.1

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

B

B

C

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

C

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

B

B

B

すぐにできる キンダーホール検討委員会から、次期に向けた指針が、三世代交流事業とすることが示された。次期へ繋がる支援を行います。また、居場所づくりに必要な事業を継続し
て行います。改善提案

目標年度 平成26

キンダーホール検討委員会が、次期に向けた、三世代交流事業を行うにあたり、市も協力し同施設を同事業に使いやすい場として提供します。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

三国まちづくり協議会の中に、キンダーホール検討員会が部局として設置され、同委員会の活動指針が示された。この指針は、三世代交流を基本としたものです。この方
針を基にした具体策を提示し、市と委員会の相互理解を進め、双方に利益となる施設管理を行う必要があります。

子どもたちの放課後の形態は、放課後児童クラブ・塾・スポーツ少年団活動などで、ここ数年様変わりしています。キンダーホール検討委員会と三世代交流事業を軸とし
た、施設の運営管理を協議する必要があります。また、具体的に案を示し両者が相互理解した施設運営を行う必要があります。

目標年度 平成29 年度

事業の方向性
三国まちづくり協議会の中に、キンダーホール検討委員会が設置され、その活動方針を、三世代交流事業とすることが示されました。本年度末に、市として同施設の管理運営について、具体
的な案を示しましたが、継続協議となりました。協議を継続し、市と委員会が納得する施設運営を目指します。

目標年度 平成30改善して継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
三国まちづくり協議会の中に、キンダーホール検討委員会が設置され、その活動方針を、三世代交流事業とすることが示されました。本年度末に、市として同施設の管理運営について、具体
的な案を示しましたが、継続協議となりました。協議を継続し、市と委員会が納得する施設運営を目指し、地域への移譲を進めます。

目標年度 平成30地域への移管を検討します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
施設の状況を考えると現状を維持します。ただし、当該施設は市が進める地域敬老会会場として利用していることから、洋式トイレや空調環境を整備します。

目標年度 平成30現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
施設の状況を考えると現状を維持します。

目標年度 平成30現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

三国まちづくり協議会の中に、キンダーホール検討委員会が設置され、その活動方針を、三世代交流事業とすることが示されました。本年度末に、市として同施設の管理運
営について、具体的な案を示しましたが、継続協議となりました。その協議を継続して行います。

目標年度 平成26 年度

中長期的に取り組むべき 三国まちづくり協議会の中に、キンダーホール検討委員会が設置され、その活動方針を、三世代交流事業とすることが示されました。本年度末に、市として同施設の管理運
営について、具体的な案を示しましたが、継続協議となりました。その協議を継続して行い、市と地域が納得し、施設を地域へ移譲し地域が施設を運営することを目指しま
す。

目標年度 平成30 年度

改善提案
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13021400101教育振興整備基金

教育総務課 50-3160 庄納　俊明

生涯を通じて学び・育つまちづくり

学校教育の充実

自治事務（任意的なもの）

内部管理事業

市 市が直接実施

無

有

有

坂井市教育振興整備基金条例

坂井市教育振興基本計画・福井県教育振興基本計画

事業対象
市民（児童・生徒）

坂井市の将来を担う子どもたちを健全に育成することを目的とした学校教育の振興及び学校施設の環境整備に必要な財源に充てるため、教育振
興整備基金を設置します。

全額を平成25年度繰越としたため、基金は利子積立のみとしました。

【平成25年度末教育振興整備基金】　　　35,265,281円

　○基金利子積立金　29　千円

予算

報酬

諸支出金款 項 目基金費 教育振興整備基金費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度

総事業費

29 55

29 55

0.12 0.16853 1,137人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

882 1,192千円 千円 千円 千円

0.00 0.00人 人 人 人千円 千円 千円 千円

0.12 0.16853 1,137人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 853 1,137千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 882 1,192千円 千円 千円 千円

29 55千円 千円 千円 千円その他

目標値
回

0
教育振興整備基金の有効な利用数 1

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成25年度

0
成
果 1

1 達成率

平成24年度

100 1

1 達成率

平成23年度

100

達成率

平成22年度

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

A

B

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

B

A

A

すぐにできる 教育振興整備基金であるため、大きな改善提案はありません。

改善提案

目標年度 平成25

教育振興整備基金であるため、大きな改善提案はありません。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

坂井市の将来を担う子どもたちを健全に育成することを目的とした、学校教育の振興及び学校施設の環境に必要な財源に充てるための協議を関係部局と協議を行っていき
ます。

継続的に関係部局と教育振興整備基金の財源確保について協議していきます。また、教育振興整備基金の運用を充分に協議していきます。

目標年度 平成29 年度

事業の方向性
坂井市の将来を担う子ども達を健全に育成することを目的とした学校教育の振興及び学校施設の環境整備のための基金です。子どもたちの健全育成は坂井市にとって重要な施策であるため継
続することは必要と考えます。

目標年度 平成29このまま継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
坂井市における幼稚園、小学校のほぼ全部が市立です。市が実施すべき事業と考えます。

目標年度 平成29現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
基金の性質上、市の財政状況を考慮しながら財政部局と協議しながら、現状を維持します。

目標年度 平成29現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
特に煩雑な事務がないことから、現状を維持します。

目標年度 平成29現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

関系部局と基金の財源確保について、協議を行っていきます。

目標年度 平成26 年度

中長期的に取り組むべき 継続的に関係部局と教育振興整備基金の財源確保について協議します。また、教育振興整備基金の運用を十分に協議していきます。

目標年度 平成29 年度

改善提案


